
議会を傍聴しませんか議会を傍聴しませんか
　市議会では、市民に密接に関係するさまざまな事項を論議し、決定しています。あなたも一度、
本会議や委員会を傍聴して、議員、市長、執行部の真剣なやりとりを身近で感じてみませんか。

●一般質問は、ケーブルテレビでも生中継されています。
●親子で傍聴できる親子席もあります。

議会中継をインターネットで配信中
検 索春日市議会　議会中継

市政を進めていく上で、市単独では解決が難しい問題が出てくることがあります。
このようなときに、市議会から意見書を提出し、問題解決・改善を働きかけます。

可決された意見書を関係機関へ提出しました

平成26年度から新たな農業・農村政策が始まり、現場では農業者と県及び市町村行政・関係機関・ＪＡグループが

一体となって取り組みを始めた矢先です。

政府は６月24日、「農林水産業・地域の活力創造プラン」を改訂し、農業所得の増大や農業の成長産業化のためにＪ

Ａの機能強化・独自性の発揮が必要との考え方から、ＪＡグループの自己改革を前提に、ＪＡの事業や組織統治のあ

り方、連合会の事業・組織形態、中央会の新たな制度への移行等を提起しておりますが、今後の具体化の検討にあ

たっては、これまでＪＡグループが果たしてきた役割や現場の取り組みを正当に評価したうえで、ＪＡグループの自己

改革を強く後押しするものとする必要があります。

加えて、農業委員会の改革および農業生産法人の要件の見直しについても、一方的な価値判断による議論となら

ないよう、慎重な検討が必要と考えます。

今後の政府による「農業・農協改革」の進め方如何では、ＪＡグループの機能が低下し、これまで連携して取り組ん

できた水田農業をはじめとする農業政策の推進、担い手の育成、管内農畜産物ブランドづくり等の対応が困難にな

り、農業者への多大な影響が懸念されます。

地域農業を振興し、農家の所得向上を目指すには、行政機関並びにＪＡグループ等が適切な役割分担のもと、それ

ぞれの機能を十分に発揮することが、最も効果的であり効率的です。

ついては、国におかれましては、今後、想定される農協法の改正など次期国会等で審議される予定となっている「農

業・農協改革」にあたっては、下記の事項に留意するようお願い致します。

記

１　農業協同組合の見直しについては、拙速な判断をさけ十分に議論を深め、慎重に検討をすすめることを願います。

２　農業者や農業団体など現場の意見及び地域の実情を十分に踏まえて、政策に反映させることを願います。

平成26年12月16日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　春日市議会

「農業・農協改革」に関する意見書
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わが国においてウイルス性肝炎、特にＢ型・Ｃ型肝炎の患者が合計350万人以上とされるほど蔓延しているの

は、国の責めに帰すべき事由によるものであるということは、肝炎対策基本法や「特定フィブリノゲン製剤及び

特定血液凝固第IX因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関する特別措置法」

「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」でも確認されているところであり、国の法

的責任は明確になっている。

ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成は、現在、肝炎治療特別促進事業として実施されているが、対象とな

る医療が、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスの減少を目的とした抗ウイルス療法であるインターフェロン治療とＢ型肝炎

の核酸アナログ製剤治療に限定されているため、医療費助成の対象から外れている患者が相当数にのぼる。特

に、肝硬変・肝がん患者は高額の医療費を負担せざるを得ないだけでなく、就労不能の方も多く、生活に困難を

来している。

また、現在は肝硬変を中心とする肝疾患も身体障害者福祉法上の障害認定（障害者手帳）の対象とされてい

るものの、医学上の認定基準がきわめて厳しいため、亡くなる直前でなければ認定されないといった実態が報

告されるなど、現在の制度は、肝炎患者に対する生活支援の実効性を発揮していないとの指摘がなされている

ところである。

他方、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の制定時 （平成23年12月）には、「と

りわけ肝硬変及び肝がんの患者に対する医療費助成を含む支援の在り方について検討を進めること」との附

帯決議がなされた。しかし、国においては、肝硬変・肝がん患者に対する医療費助成を含む生活支援について、何

ら新たな具体的措置を講じていない。

肝硬変・肝がん患者は、毎日120人以上の方が亡くなっており、医療費助成を含む生活支援の実現は、一刻の

猶予もない課題である。

よって、本議会は、下記事項を実現するよう強く要望する。

記

１　ウイルス性肝硬変・肝がんに係る医療費助成制度を創設すること。

２　身体障害者福祉法上の肝機能障害による身体障害者手帳の認定基準を緩和し、患者の実態に応じた認定

制度にすること。

平成26年12月16日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　春日市議会

ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書
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